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建設産業の再生と発展のための方策2011（概要）

○ 災害対応、除雪、維持管理等(地

域維持事業)を担える企業が不足

○ 地域維持事業の担い手確保に資す
る新たな契約方式(※)の導入

地域社会の維持

地域維持型の
契約方式の導入

課題１

対策１

○ 保険未加入企業の排

除、技術者適正配置

の徹底 (再掲)

○ 企業数としては

過剰

○ 震災により一時的に

建設需要が増加して

も、過剰供給構造そ

のものは変わらない

不良不適格
業者の排除

過剰供給構造
の是正

○ 建設企業としての欠

格要件の強化

○ 都道府県との

連携強化

課題６

対策６

○ 地域企業と地域外

企業の適切な活用

○ 事業の早期着手のための随意契

約や指名競争入札の活用等

東日本大震災

○ 被災地と原発地域の企

業の支援

○ 特定の地域又は業種で一時的に供

給不足となる可能性

震災を受けた特別の対応課題７ 対策７

○ 法定福利費を負担しない企業が、人を大切にする施工力

のある企業を駆逐しているおそれ

保険未加入企業の排除

技能労働者の雇用環境の改善

○ 行政、元請、下請による一体的な取組

課題２

対策２

○ 売上高減少に伴う固定費削減方策として、技能労

働者の外部化、賃金の低下等

○ 若年入職者が減少、技能・技術喪失の危機

○ 地域企業の適切な活用

○ 段階選抜方式の活用推進

○ 受発注者間の法令遵守ガイドラインの策定

○ 価格競争が激化し地域建設企業の疲弊と品質への影響 ○ 参加者多数の入札で受発注者の手続負担増

公共調達市場と受発注者関係

入札契約制度改革の推進

○ 地方公共団体等におけるダンピング対策の強化

対策４

課題４

海外展開支援
策の強化

海外市場への
積極的進出

○ 契約・リス

ク管理の強化

○ 情報収集･提

供､人材育成

の強化等

○ 投資協定の

活用

課題５

○ 海外には膨

大なインフラ

需要がある一

方、受注額が

伸び悩み

対策５

○ 業種区分が実態と乖離のおそれ

○ 技術者ＤＢの整備・活用による技術者の

資質向上と適正配置の徹底

○ 技術者の不適正配置が工事の品質と施工の安全に影響

技術者の育成と適正配置

技術者データベースの整備と
業種区分の点検

○ 業種区分の点検と見直し

課題３

対策３

○ 施工管理を適切に行うことができる人材の継続的育成

○ 迅速かつ円滑な

復旧・復興
○ 建設企業の役割を発揮させる

ための行政による支援等

○社会保険等の加入状況
（公共事業の現場労働者）

＜雇用保険、健康保険、厚生年金保険＞

・土木71% ・建築64％

○就労形態等の変化

＜常雇の割合＞81%（H9）→64 %（H20）
＜月給制の割合＞58%（H9）→29 % （H20）

出所：国土交通省「建設技能労働者の就労状況等に関する調査」（Ｈ20）

○社会保険の加入状況等 ○過剰供給構造
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H23.6.23 国土交通省建設産業戦略会議取りまとめ
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第１章 現状分析と将来の建設産業を見据えて
優先的に取り組むべき課題
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建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成21年度まで実績、22年度・23年度は見込み、24年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成２３年については被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を除く４４都道府県の合計値に被災３県の推計値を加えた値。

○ 建設投資額（平成23年度見込み）は約42兆円で、ピーク時（４年度）から約50％減。
○ 建設業者数（23年度末）は約48万業者で、建設投資ピーク時（４年度末）から約9％減。
○ 建設業就業者数（23年推計）は497万人で、建設投資ピーク時（４年平均）から約20％減。

497万人
（23年推計）

建設投資
42.0兆円

（23年度見込み）

建設投資ピーク時比
▲50.0％

484千業者
（23年度末）

Ⅰ-１-１ 建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

企業数に比
べ就業者数
は減少

建設投資ピーク時比
▲19.7%
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▲8.9%
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Ⅰ‐１‐２ 被災３県の公共工事件数・請負金額の推移

出所：東日本建設業保証(株)、西日本建設業保証(株) 、北海道建設業信用保証(株) 「公共工事前払金保証統計」

H22.4 5 6 7 8 9 10 11 12 H23.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 H24.1 2 3 4 5
被災３県・公共工事件数(A) 1,097 629 1,361 1,696 1,480 1,843 1,756 1,639 1,445 912 694 789 695 725 1,143 1,318 1,634 2,091 2,205 2,120 1,894 1,446 1,517 1,670 1,158 1,022

被災３県・前年比率 19.4% -4.1% -5.8% -4.3% -6.3% -7.2% -16.0% -1.4% -12.8% -22.6% -7.3% -25.2% -36.6% 15.3% -16.0% -22.3% 10.4% 13.5% 25.6% 29.3% 31.1% 58.6% 118.6% 111.7% 66.6% 41.0%
全国・公共工事件数(B) 14,143 9,776 18,426 22,552 21,223 27,814 26,396 24,486 23,937 15,955 13,021 18,266 12,529 9,445 16,773 20,046 21,121 26,836 25,746 24,214 23,744 17,451 16,126 17,996 12,592 11,351

全国・前年比率 2.6% -3.3% -3.5% -9.8% -7.7% -12.3% -12.9% 0.7% -7.9% -11.5% -4.3% -5.1% -11.4% -3.4% -9.0% -11.1% -0.5% -3.5% -2.5% -1.1% -0.8% 9.4% 23.8% -1.5% 0.5% 20.2%
A/B 7.8% 6.4% 7.4% 7.5% 7.0% 6.6% 6.7% 6.7% 6.0% 5.7% 5.3% 4.3% 5.5% 7.7% 6.8% 6.6% 7.7% 7.8% 8.6% 8.8% 8.0% 8.3% 9.4% 9.3% 9.2% 9.0%

前年比率 16.4% -0.8% -2.4% 6.1% 1.5% 5.9% -3.6% -2.1% -5.3% -12.5% -3.2% -21.2% -28.5% 19.3% -7.7% -12.6% 10.9% 17.6% 28.7% 30.8% 32.1% 45.0% 76.5% 114.8% 65.8% 17.3%
被災３県・公共工事請負金額(百万円)(A') 69,286 36,510 48,007 56,205 52,987 66,328 52,607 44,754 33,027 20,263 18,751 39,011 40,533 37,788 59,333 49,980 69,509 71,791 134,690 90,820 58,349 57,137 72,073 191,092 145,828 83,795

被災３県・前年比率 1.8% -6.7% -24.5% -36.4% -2.4% -28.9% -25.6% -5.3% -12.0% -16.7% -24.7% -39.6% -41.5% 3.5% 23.6% -11.1% 31.2% 8.2% 156.0% 102.9% 76.7% 182.0% 284.4% 389.8% 259.8% 121.8%
全国・公共工事請負金額(百万円)(B') 1,304,783 719,191 998,065 1,097,555 883,331 1,128,051 1,004,544 762,609 685,215 505,266 586,819 1,269,134 1,153,615 608,924 955,688 915,010 911,156 1,159,807 1,030,591 813,723 685,422 545,185 677,310 1,355,590 1,211,514 825,862

全国・前年比率 0.3% -4.7% -5.1% -8.4% -8.1% -18.5% -17.8% -6.2% -18.3% -9.5% 4.2% -3.5% -11.6% -15.3% -4.2% -16.6% 3.2% 2.8% 2.6% 6.7% 0.0% 7.9% 15.4% 6.8% 5.0% 35.6%
A'/B' 5.3% 5.1% 4.8% 5.1% 6.0% 5.9% 5.2% 5.9% 4.8% 4.0% 3.2% 3.1% 3.5% 6.2% 6.2% 5.5% 7.6% 6.2% 13.1% 11.2% 8.5% 10.5% 10.6% 14.1% 12.0% 10.1%

前年比率 1.5% -2.1% -20.4% -30.5% 6.3% -12.7% -9.4% 1.0% 7.7% -7.9% -27.7% -37.4% -33.8% 22.2% 29.1% 6.7% 27.2% 5.3% 149.6% 90.2% 76.6% 161.3% 233.0% 358.6% 242.6% 63.5%
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Ⅰ-１-３ 被災３県の民間建築着工件数・工事費予定額の推移

出所：国土交通省「建築着工統計」
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被災３県（前年比率）

被災３県を除く全国（前年比率）
被災３県（前年比率）
被災３県を除く全国（前年比率）

H22.4 5 6 7 8 9 10 11 12 H23.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 H24.1 2 3 4
被災三県・民間建築着工件数(A) 2,028 2,241 2,165 2,294 2,299 2,242 2,185 2,325 2,231 1,886 1,567 1,589 1,327 1,323 1,720 2,363 3,028 2,497 2,903 3,049 2,606 2,939 2,229 2,391 3,078

被災三県・前年比率 -4.2% 18.3% -1.6% 4.9% 0.3% 21.2% 7.2% 9.2% 15.8% 8.6% -1.6% -6.2% -34.6% -41.0% -20.6% 3.0% 31.7% 11.4% 32.9% 31.1% 16.8% 55.8% 42.2% 50.5% 132.0%
全国・民間建築着工件数(B) 43,410 44,069 50,640 49,635 51,457 49,723 50,473 49,682 50,012 43,078 41,624 42,865 44,242 43,609 50,152 56,857 55,666 46,396 48,256 49,243 47,575 42,944 43,217 43,179 45,942

全国・前年比率 4.0% 6.7% 6.9% 7.0% 16.9% 13.8% 10.3% 7.2% 11.9% 7.4% 6.6% 3.9% 1.9% -1.0% -1.0% 14.6% 8.2% -6.7% -4.4% -0.9% -4.9% -0.3% 3.8% 0.7% 3.8%
A/B 4.7% 5.1% 4.3% 4.6% 4.5% 4.5% 4.3% 4.7% 4.5% 4.4% 3.8% 3.7% 3.0% 3.0% 3.4% 4.2% 5.4% 5.4% 6.0% 6.2% 5.5% 6.8% 5.2% 5.5% 6.7%

前年比率 1.8% 9.5% -9.3% -11.2% 5.5% 1.2% -5.8% 8.6% 3.0% 7.4% -8.3% -20.7% -41.0% -29.0% -25.8% -7.0% 20.6% 24.3% 28.5% 38.8% 25.1% 81.8% 39.1% 84.6% 120.8%
被災三県・民間建築工事費予定額(百万円)(A') 55,752 48,785 52,145 52,434 77,508 59,379 54,427 61,656 60,709 51,964 36,875 41,160 49,193 33,483 49,205 57,028 77,582 67,720 74,392 81,989 72,442 73,021 71,285 61,108 86,584

被災三県・前年比率 0.0% 13.2% -1.2% 0.8% 44.7% 30.0% 2.9% 30.0% 36.9% -0.3% 1.8% -10.8% -11.8% -31.4% -5.6% 8.8% 0.1% 14.0% 36.7% 33.0% 19.3% 40.5% 93.3% 48.5% 76.0%
全国・民間建築工事費予定額(百万円)(B') 1,571,418 1,395,632 1,595,728 1,577,264 1,634,101 1,781,168 1,618,450 1,566,671 1,561,022 1,553,410 1,373,885 1,613,096 1,721,477 1,530,765 1,677,744 1,862,896 1,892,313 1,502,567 1,583,118 1,632,286 1,570,411 1,592,175 1,532,867 1,508,195 1,668,138

全国・前年比率 2.3% -1.0% -0.5% -2.1% 11.2% 31.7% 5.0% -2.2% 3.1% 6.7% -6.1% -4.5% 9.5% 9.7% 5.1% 18.1% 15.8% -15.6% -2.2% 4.2% 0.6% 2.5% 11.6% 48.5% 76.0%
A'/B' 3.5% 3.5% 3.3% 3.3% 4.7% 3.3% 3.4% 3.9% 3.9% 3.3% 2.7% 2.6% 2.9% 2.2% 2.9% 3.1% 4.1% 4.5% 4.7% 5.0% 4.6% 4.6% 4.7% 4.1% 5.2%

前年比率 16.1% 6.2% 1.1% -8.8% 40.5% -2.8% 13.6% 34.3% 8.6% 35.1% -1.8% -28.1% -18.3% -33.1% -11.8% -35.5% 23.0% 34.0% 19.4% 29.2% 37.9% 70.9% 82.3% 41.8% 137.3%

被災３県・民間建築着工件数（A）

被災３県・前年比率

被災３県・前年比率

被災３県・民間建築工事費予定額

（前年比率）
（前年比率）

※注：前年比率は、前年同月からの増加率（又は減少率）



Ⅰ-１-４ 被災３県における許可業者数の動向

○平成２３年度の被災３県における廃業等業者数（※）の割合は、全国比で２．７４％となっており、ここ１０年間で最低。
○平成２３年度の被災３県における新規許可業者数の割合は、全国比で４．１７％となっており、ここ１０年間で最高。
○直近１０年間における許可業者数の減少率は、全国、被災３県ともに約１２％であり、許可業者数の動向に差は見られない。

出所：国土交通省調査

（※）廃業届による取消又は有効期間満了による失効

全国 42,659 14,607 14,416 40,482 37,995 37,171 17,256 16,170 32,854 31,201

被災３県 1,417 479 607 1,463 1,405 1,319 739 689 1,282 854

（業者数）

H１４年度 H２３年度 増減率

全国 552,210 483,639 ▲12.4%

被災３県 23,399 20,678 ▲11.6%

被災３県及び全国における
許可業者数の推移

被災３県における新規許可業者数の割合（全国比）

被災３県における廃業等業者数の割合（全国比）

3.3%

3.3%

4.2%

3.6% 3.7%
3.5%

4.3% 4.3%

3.9%

2.7%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

3.8%
4.0%

3.7%

3.2%
3.4%

3.1%
3.4% 3.5% 3.4%

4.2%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（年度）

全国 23,627 21,254 19,116 20,933 20,601 21,104 19,489 20,892 19,084 16,651

被災３県 895 845 710 660 701 664 661 728 645 694

（業者数）

（年度）
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○ 被災３県（岩手県、宮城県、福島県）における建設業の新規求人数は、震災後急増。

Ⅰ-１-５ 被災３県における新規求人数 （建設業）

出所：厚生労働省 岩手・宮城・福島労働局HPより国土交通省作成

（単位：人）
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23年4月以降、2倍近くの水準となっている。

（単位：人）
全国計

平成23年4月以降、全国の新

規求人数が上昇傾向にある
が、被災３県の新規求人数の
著しい増加による影響と推測
される。

8



○ 被災３県（岩手県、宮城県、福島県）における建設業（職業別）の新規求人数は、震災後増加傾向。

Ⅰ-１-６ 被災３県における新規求人数（建設業・職業別）

出所：厚生労働省
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Ⅰ-１-７ ハローワーク仙台管内における有効求人倍率

出所：厚生労働省 宮城労働局HP「バランスシート」より国土交通省作成

○ ハローワーク仙台管内（仙台市、名取市、岩沼市、亘理郡）における建設業関係の有効求人倍率は、
技術者・技能労働者ともに震災後の増加が著しい。

建設躯体工事 12.83倍

建設の職業 7.22倍

土木の職業 7.50倍
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3.00
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5.00
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7.00

8.00

9.00

10.00

11.00

12.00

13.00

14.00
建築・土木技術者等

建設・土木作業 ※

建設躯体工事 （各種躯体工）

建設の職業 （土工・ブロック積・タイル

工、屋根吹工、左官工、配管工、内装

工、防水工 等）

土木の職業 （土木作業、鉄道工事、

ダム工事、トンネル工事 等）

全業種の平均（学生を除く）

（倍）

※「建設・土木作業」は、平成２３年４月以降は「建設
躯対工事」「建設の職業」「土木の職業」に分割計上
されている。
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Ⅰ-１-８ 復旧・復興工事における現場配置技術者の実態調査

調査内容 ● 被災３県（岩手県、宮城県、福島県）に本社を置く許可業者21,020社（現場配置が可能な技術者38,372人*1 ）のうち，技術者が一定
程度以上在籍する 2,845社を対象として調査

既に現場に配置されている技術者は約６割（H24.2.1現在）

① 被災３県建設業協会加盟企業 1,003社
② ①以外で資本金1,000万円未満で，3人以上の技術者を有する企業 及び

資本金1,000万円以上で，5人以上の技術者を有する企業 1,842社

4387

1554 1070 1106
184 244 692

5597

1614
637 681

94 85
449

0

2000

4000

6000

8000

10000

土木 建築 電気 管 機械器具 電通 その他

（人） 工種別の在籍技術者数

*1 営業所の専任技術者を除き、建設業法第7条第2号ハ又は法第15条第2号イ、ロ若しくはハに該当する者。

● 回答のあった993社におけるH24.2.1時点の在籍技術者数及び配置技術者数等を把握
※ 許可情報に基づく東北３県の国家資格者等の技術者約3.8万人*1のうち、回答のあった企業に在籍する技術者は、約1.8万人（約48％）を占める。

注）複数の分野の資格を有する場合は、全てに記載（延べ数）

○ 建築を除き、全体として主任技術者相当の技術者の配置割合が高い。
○ 主任技術者相当の技術者では、機械器具設置（約81％）、

電気（約77％）、土木（67％）の配置割合が高い。
○ 監理技術者相当の技術者では，建築（約72％）、電気（約63％）、

機械器具設置（約62％）、土木（約60％）の配置割合が高い。

【有効回答：９９３社】
監理技術者：延べ9,157人
主任技術者：延べ9,237人

調査結果
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11
出所：国土交通省調べ



Ⅰ-１-９ 現場配置技術者の不足感について

調査内容

● 平成２４年２月時点で、監理技術者相当、主任技術者相当の有資格者に不足感を感じているかについて調査

● 回答のあった企業（969社）のうち、現時点で74.0％の企業が監理技術者、主任技術者に不足を感じている状況。

● 復旧・復興工事において技術者の不足が生じる懸念がある場合、その対応として回答数の多い順は、「現在の社
内技術者で対応可能な範囲で入札参加する。」（62.9％）、「監理技術者になり得る者を採用する。」（18.4％）であっ
た。

（有効回答：969社）

調査結果

技術者の不足感について

復旧・復興工事において技術者の不足が生じる懸念
に対する対応

有資格者（監理技術者になり得る者）を採用する

現在の社内技術者で対応可能な範囲で入札に参加する

専任の必要な工事は避けて、入札参加する

有資格者（主任技術者になり得る者）を採用する

JVにより参加することを検討する

その他

12出所：国土交通省調べ
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Ⅰ-１-１０ 技能労働者の確保

被災３県及び全国ともに、震災後に技能労働者の確保が困難な状況がみられる。

（%）容易

困難
出所：北海道建設業信用保証（株）、東日本建設業保証（株）、西日本建設業保証（株）：「建設業景況調査」より国土交通省作成

注１ 被災３県のデータは国土交通省において推計
注２ 「どちらでもない」と回答した割合は図示していないため合計は100%にならない。
注３ 2012年4月～6月は見通し

被
災
３
県

全
国

2009年
4～6月期

2009年
7～9月期

2009年
10～12月期

2010年
1～3月期

2010年
4～6月期

2010年
7～9月期

2010年
10～12月期

2011年
1～3月期

2011年
4～6月期

2011年
7～9月期

2011年
10～12月期

2012年
1～3月期

1012年
4～6月期

13

B.S.I値

B.S.I＝（「容易」と回答した企業割合－「困難」と回答した企業割合）×1/2
変化方向別回答数（「変化無し」は含まない）の構成比から全体の
趨勢を判断するもの。MAX：50 min：▲50



※公共工事設計労務単価は、職種別、都道府県別に設定する
ものであるが、参考として平均値を算出。

単価が上昇した区分 1,046 ( 46%)
単価が変わらなかった区分(新規設定区分含む) 375 ( 16%)
単価が低下した区分 856 ( 38%)

2,277 (100%)

全職種全国単純平均（参考値）

（円/1日8時間当たり、対前年度比(%)）

１６，５０４円（前年度比＋０．９％）

北海道 13,400 0.0% 11,000 2.8% 9,200 2.2% 13,400 1.5% 13,600 3.8% 13,300 0.0% 11,100 -0.9% 13,100 2.3% 14,000 4.5% 14,000 0.0% 7,900 -1.3% 7,100 -1.4% 15,125 1.1%

宮城県 15,400 6.2% 11,800 6.3% 9,300 6.9% 14,200 8.4% 16,800 8.4% 16,800 6.3% 15,100 6.3% 18,100 8.4% 15,700 8.3% 16,500 8.6% 8,800 11.4% 8,000 11.1% 16,296 7.7%

東京都 17,300 2.4% 14,000 2.9% 10,800 -0.9% 18,500 7.6% 18,700 2.7% 17,100 -1.2% 14,100 -0.7% 17,000 2.4% 19,200 3.2% 18,200 2.8% 9,700 0.0% 8,600 -3.4% 18,420 2.4%

新潟県 14,700 0.0% 12,200 -1.6% 10,800 0.9% 14,300 0.0% 15,000 -0.7% 14,600 0.7% 12,800 -2.3% 14,200 -0.7% 14,500 -0.7% 14,200 -0.7% 8,500 0.0% 7,700 -2.5% 15,846 0.0%

愛知県 16,600 -1.8% 13,700 0.7% 10,800 -1.8% 17,400 1.2% 16,000 1.3% 16,500 -1.8% 14,700 -1.3% 17,500 1.2% 17,600 1.1% 16,000 1.9% 9,000 0.0% 8,300 0.0% 17,678 0.4%

大阪府 16,300 -1.8% 12,900 -2.3% 10,400 -1.9% 18,100 3.4% 16,200 0.0% 16,800 -1.8% 14,200 -2.1% 17,500 0.6% 16,000 0.0% 15,600 2.6% 8,400 0.0% 7,500 1.4% 17,255 -0.2%

広島県 15,000 0.0% 13,100 0.0% 9,900 -1.0% 15,400 4.1% 15,200 0.0% 15,400 2.0% 13,000 -2.3% 14,800 1.4% 15,100 0.0% 14,200 0.0% 9,000 -4.3% 8,000 -2.4% 16,127 0.5%

香川県 14,700 0.0% 13,000 1.6% 9,900 -2.0% 14,200 0.0% 14,100 -0.7% 14,100 -2.8% 13,100 -0.8% 14,400 3.6% 15,100 0.0% 14,900 2.1% 8,100 -2.4% 7,300 -2.7% 16,020 -0.1%

福岡県 15,300 0.0% 12,500 0.0% 9,400 -1.1% 14,700 0.0% 14,200 0.0% 14,700 -0.7% 12,300 -0.8% 14,200 0.0% 15,100 0.0% 14,400 0.0% 7,700 -2.5% 7,100 0.0% 15,371 0.3%

沖縄県 15,600 -2.5% 12,100 0.0% 9,200 2.2% 16,800 0.0% 15,100 -1.3% 17,700 -2.2% 15,600 -2.5% 16,400 2.5% 15,400 -1.9% 15,000 1.4% 7,200 -2.7% 6,500 -1.5% 15,980 -0.7%

参考値
（全国単純平均）

15,200 -0.7% 12,504 -0.4% 9,806 -0.4% 15,617 1.8% 15,504 1.8% 15,421 -0.9% 13,581 -1.3% 15,717 1.6% 15,896 1.2% 15,334 1.5% 8,430 0.1% 7,585 -0.7% 16,504 0.9%

左官
交通誘導員

A
交通誘導員

B
参考値

（全職種単純平均）
特殊作業員 普通作業員 軽作業員 とび工 鉄筋工

運転手
（特殊）

運転手
（一般）

型わく工 大工

Ⅰ-１-１１ 平成２４年度公共工事設計労務単価について（平成２４年４月１日時点、主要１２職種）

平成２４年度当初からの公共工事の予定価格の積算用単価である平成２４年度公共工事設計労務単価については、平
成２３年１０月の労務費調査後、建設労働者等の賃金の変動がみられたため、統計調査の結果等を活用し、単価を最新
月へ補正する特例措置を実施 （岩手県、宮城県、福島県においては、平成24年2月20日より、特例的に改定した単価を採用（※））

出所：国土交通省「平成２４年度公共工事設計労務単価」 14
※ 岩手県、宮城県、福島県においては、その後も建設労働者等の賃金の変動がみられたため、さらに平成２４年６月２１日に改定を実施
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〈被災地における資材の価格動向〉〈主要建設資材の価格推移（仙台）〉

Ⅰ-１-12 建設資材の価格推移

○ 震災後、被災地を中心として一部の資材の価格が上昇

出所 ： 財団法人 建設物価調査会「建設物価」 出所 ： 財団法人 建設物価調査会「「東日本大震災」に関する建設資材情報」
15



Ⅰ-１-13 被災地の発注工事における入札不調の状況について

発注金額別の入札不調の件数と割合

（例：宮城県における土木一式工事
（平成23年度））

等
級

金額
件
数

不調
件数

不調
発生
率

S １億円以上 162 17 10%

A

1億円未満～
7,000万円以上

65 17 26%

7,000万円未満～
5,000万円以上

44 5 11%

5,000万円未満～
3,000万円以上

97 35 36%

B
3,000万円未満～
1,000万円以上

127 59 46%

C 1,000万円未満 10 6 60%

（計） 505 139 28%

うち 5,000万円未満 計 234 100 43%

○小規模工事で入札不調が発生する割合が高い。

（例）宮城県の５，０００万円未満では４３％が入札不調。

○平成２３年度の入札不調発生割合（土木一式工事）

岩手県１０％、宮城県２８％、福島県１４％、仙台市４６％
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仙台市

福島県

宮城県

岩手県

件数

単位：％ H23年度計 H24.4 H24.5

岩手県 10 13 8

宮城県 28 11 28

福島県 14 12

仙台市 46 33 57

単位：件 H23年度計 H24.4 H24.5

岩手県 80 2 2

宮城県 139 2 5

福島県 214 8

仙台市 174 16 13

計 607 28 20

16
出所：国土交通省調べ



被災３県における直轄事業及び県発注事業の四半期始期残工事件数

（当該四半期において施工中の工事件数）

（注）既に公表されている発注見通しにより作成
（注）直轄事業においては、H24.4.1に工期が開始する工事は「H23年度以前に発注済の残工事」に含む。

Ⅰ-１-14 被災3県における今後の発注見通し

○ 被災３県においては、既に発注済の残工事及び既に公表されている発注見通しによる
だけでも例年の２倍又はそれ以上の件数となっている。

17
出所：第３回復旧・復興事業の施工確保に関する連絡協議会（平成２４年６月１５日）使用資料



Ⅰ-１-15 被災地方公共団体への人的支援の状況（主なもの）

○ 東日本大震災からの復興については、被災市町村にお
ける復興計画の策定が概ね終了し、今後、各種事業の事
業化を図る等、被災市町村において本格的な復興を進め
ていくにあたっては、被災市町村におけるマンパワーの確
保が重要。

○ このため、平成２４年度においては、国土交通省の斡旋
によるまちづくり関係の職員派遣、水産庁の要請による自
治体の職員派遣、全国市長会・全国町村会の協力による
職員派遣（総務省スキーム）を以下のとおり予定。（平成２
４年３月３０日復興庁発表）

② 平成２４年度の予定① これまでの実績（延べ人数）

国家公務員の派遣実績（平成２４年６月１８日現在）

地方公務員の派遣実績（平成２４年３月３１日現在）

○ 被災３県、茨城県、千葉県及び県内市町村に延べ約
８１，５４４名（うち岩手県内１９，５８１名、宮城県内４４，
６８０名、福島県内１５，３６２名）を派遣。

※被災３県及び被災３県内の市町村を派遣元とするものは含まず。

18

派遣スキーム
平成２４年度からの
派遣予定数

国交省（土地区画整理事業、防災集団移転促進
事業）

１６０人（３月１２日現在）

水産庁（漁港関係） ９人（３月１５日現在）

総務省スキーム（全国市長会・町村会の協力に
よる派遣スキーム）

２９１人（３月１９日現在）

岩手県 宮城県 福島県 その他 合計

一般事務 １３７ ２０６ １４８ ０ ４９１

土木等 １９４ ４０９ １６０ １０ ７７３

その他 ４８ ５４ ４１ ０ １４３

合計 ３７９ ６６９ ３４９ １０ １，４０７

（単位：人）

省庁名 延べ人数（人） 主な業務内容

国土交通省 ２５，０４９ 県・市町村への支援要員、現地調査（TEC－FORCE等）

警察庁 約１２，０００
各種警察活動、現地災害対策本部との連絡調整、警察
通信関係業務

財務省 １０，９４８
避難所の管理運営、支援物資等の受け入れ管理、各種
申請事務補助等

環境省 ８，７６６ 災害廃棄物対策業務、放射性物質汚染対策業務等

農林水産省 ７，２８７ 海岸林復旧作業、漁港施設等復旧作業等

その他 １２，３０８
戸籍審査関係、各国との連絡業務、放射能モニタリン
グ関係等

合計 約７６，３００

出所：総務省、復興庁発表資料等より国土交通省作成

③ 現在の派遣状況

○ 国家公務員は平成２４年６月１８日現在、１２９名（岩手１０名、宮城１０
名、福島１０９名）を派遣中。

○ 地方公務員の平成２４年４月１６日現在における派遣状況 は右表のと
おり（派遣先は実績と同じ）。

○ 東日本大震災に起因した全国の地方公共団体への派遣状況は下表のとおり



Ⅰ-１-16 復興道路における「事業促進ＰＰＰ」の導入（東北地方整備局）

19
出所：国土交通省資料
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17 
537

15 
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23

（万人）
その他

販売従事者

管理的職業、事務従事者

専門的・技術的職業従事者

建設作業者等

技能労働者 316万人

（とび工、型枠工、鉄筋工、大工、左
官、特殊作業員、特殊運転手等）

（建設投資ピーク時比：▲23％）

技術者（設計・現場監督等） 30万人

（建設投資ピーク時比：▲17％）

管理職、事務職等 97万人

営業職 31万人

（建設投資ピーク時比：15％増）

警備員、運転手等 23万人

498 497

Ⅰ-２-1 建設業就業者数の推移

○ 建設業就業者： 619万人（H4） → 497万人（H23） ▲ 122万人（▲20%）
○ 技術者 ： 36万人（H4） → 30万人（H23） ▲ 6万人（▲17％）
○ 技能労働者 ： 408万人（H4） → 316万人（H23） ▲ 92万人（▲23%）
○ 営業職 ： 27万人（H4） → 31万人（H23） 4万人（15%）

出所：総務省 「労働力調査」（暦年平均）

※ただし、平成２３年のデータは、建設産業全体の就業者の推計値（４９７万人：労働力調査）に被災３県（岩手、宮城、福島）を除く４４都道府県の職業構成割合
を乗じた値を国土交通省において計算したもの。

20



Ⅰ-２-２ 建設業における入職状況

１．入職者数の推移 ２．入職者数全体に占める若年層の割合

出所：厚生労働省「雇用動向調査」
出所：厚生労働省「雇用動向調査」
※入職率＝１～１２月の入職者数／１月１日現在の常用労働者数×100

○ 建設業の入職率は低下傾向。特に２４歳以下の若年入職者が減少
○ ２４歳以下の若年入職者数の割合は、近年、製造業と比較して、低い傾向

32.1
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○ 就業者数等の減少に比し、入職者数の減少幅が大きい。
○ 大学院、大学・短大の入職者の減少に比し、技術者の人材となる理工系入職者の減少幅が大きい。
○ 同様に、高校の入職者の減少に比し、技能労働者の人材となる理工系入職者の減少幅が大きい。

学歴別建設業新規入職者数の推移

出所：文部科学省「学校基本調査」

Ⅰ-２-３ 建設業への新規学卒者の入職状況
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ｃｆ.H4→ H23の比較
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・建設投資▲約50%
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○ 建設業就業者は、3人に1人（33%）が55歳以上、8人に1人（12%）が29歳以下であり、高齢化が進行。

Ⅰ-２-４ 建設業就業者の年齢構成の推移

建設業（55歳以上）

全産業（55歳以上）

建設業（29歳以下）

全産業（29歳以下）

出所：総務省「労働力調査」
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Ⅰ-２-５ 技能労働者の将来推計

①現状の若年層の入職率、過去の各年齢階層の経年変化率等をもとに、コーホート法により、将来の技能労働者数（生産年齢人口）を推計。
※過去の変化率は、（ア）増加・減少局面（１９８０年～２００５年）、（イ）減少局面（１９９５年～２００５年）、 （ウ）‥（ア）と（イ）の中位値で推計

②技能労働者（生産年齢人口）一人当たり建設投資額により、建設投資額の生産に必要な技能労働者数を推計。
※技能労働者一人当たり建設投資額（生産額）は２００５年時点で固定。建設投資額は２０１０年見込み（４０．７兆円）±１０％と仮定

①及び②を比較すると、将来的には、ミスマッチ発生の可能性。

（人）
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Ⅰ-２-６ 大工就業者数の推移

・大工就業者数は激減（ピーク時（S55）に比べ▲約６割、最近１０年間（H１２比）で▲約４割。）
・また、高齢化が進行（過半が50歳以上（H7調査））。

【大工就業者数の推移】

※ 2010年の大工就業数は速報値

出所：総務省「国勢調査」
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Ⅰ-２-７ 職業別就業者数の推移

平成7年から平成22年の15年間で、大工は47.8％減少、土木工は44.2％減少。
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※平成22年から、「型枠大工」を「土木工」から区分集計
※平成22年から、「鉄筋工」が追加 出所：総務省 「国勢調査」

土木工▲44.2％
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Ⅰ-２-８ （参考）28業種ごとの許可業者数の推移
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出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」
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Ⅰ-２-９ 監理技術者資格者証保有者の年齢構成について
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６０歳以上の監理技術者資格者証保有者の割合は、この１０年間で約２４％まで増加。
（H１４年度：約１４％→H２３年度：約２４％）
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Ⅰ-２-10 建設業許可業者数の推移（一般・特定建設業別）

○ 建設業許可業者数 ： ４８３，６３９ （平成２４年３月末時点）

一般建設業 ： ４６２，５３８ ［建設投資のピーク時（Ｈ４年度）の▲９．７％］
特定建設業 ： ４３，７５３ ［建設投資のピーク時（Ｈ４年度）の １４．２％］

（注） 一般建設業許可業者数と特定建設業者許可業者数の和が建設業許可業者の総数と一致しないのは、
例えば電気工事業については一般建設業、建築工事業については特定建設業と、一般と特定の両方の許可
を取得している業者の数が重複して計上されているため。 29

出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」
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民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

うち前払金保証に係る公共工事請負代金（兆円）：（ア）

前払金保証に係る公共工事件数（千件）：（イ）

うち国発注工事件数（千件）

うち地方公共団体発注工事件数（千件）

前払金保証に係る公共工事一件当たりの投資額（十万円）：（ア/イ）

（兆円）

（千件、十万円）

（年度）

出所：国土交通省「建設投資見通し」
東日本建設業保証(株)、西日本建設業保証(株) 、北海道建設業信用保証(株)「前払金保証実績統計年報」「「公共工事前払金保証統計」

注 投資額については平成21年度まで実績、22年度・23年度は見込み、24年度は見通し

○ 政府建設投資額（平成23年度見込み）は約17兆円で、建設投資額ピーク時（４年度）から約47％減。
○ このうち前払金保証に係る公共工事についてみると、工事件数（23年度末）は約27万件で、建設投資ピーク時（４年度末）

から約32％減。工事一件当たりの投資額は（23年度）は約4160万円で、建設投資ピーク時（４年平均）から約33％減。

Ⅰ-２-11 建設投資、公共工事発注件数及び発注規模の推移

前払金保証に係
る公共工事件数
（H４比）：
約27万件
（▲約32％）

前払金保証に係
る公共工事一件
当たりの投資額
（H4比）：
4160万円
（▲約33％）
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Ⅰ-２-12 下落傾向が続く建設業の賃金（給与所得）

出所：国税庁「民間給与実態統計調査」

○ 建設業における年間賃金は、平成７年以降減少傾向にあり、製造業を下回る水準。
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